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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第51期

第３四半期連結
累計期間

第52期
第３四半期連結
累計期間

第51期
第３四半期連結
会計期間

第52期
第３四半期連結
会計期間

第51期

会計期間

自　平成21年
　　10月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成22年
　　10月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成22年
　　９月30日

売上高 (千円) 16,102,79014,636,8705,643,1023,848,49420,005,202

経常利益 (千円) 908,180 915,450 206,334 182,208 798,190

四半期(当期)純利益 (千円) 361,120 601,144 129,416 120,565 195,711

純資産額 (千円) ― ― 9,055,1179,379,4288,863,122

総資産額 (千円) ― ― 15,050,12716,391,98016,161,614

１株当たり純資産額 (円) ― ― 443.22 459.10 433.82

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 17.68 29.42 6.33 5.90 9.58

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 60.2 57.2 54.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,469,351506,916 ― ― 845,031

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △64,158△388,241 ― ― △200,272

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,702,270△102,234 ― ― △702,288

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,310,1831,566,1711,549,731

従業員数 (名) ― ― 317 312 311

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 312

(注) 従業員数は就業人員数を表示しております。

 

(2) 提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 307

(注) 従業員数は就業人員数を表示しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当連結企業集団が営んでいる事業の大部分を占める建設事業及びエンジニアリング事業では生産実績を定義す

ることが困難であり、また請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐいません。

当連結企業集団においては建設事業及びエンジニアリング事業以外では受注生産形態をとっていません。

したがって受注及び販売の状況については「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)

業績の状況」におけるセグメントの業績に関連付けて記載しております。

当グループは、連結ベースでの事業別受注・売上・繰越高の状況は作成しておりません。

なお、当社単独の事業の状況は、以下のとおりです。

(1) 受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高
 

期別 工事別
前期繰越工事高
(千円)

当期受注工事高
(千円)

計
(千円)

当期完成工事高
(千円)

次期繰越工事高

手持工事高
(千円)

前第３四半期
累計期間

自平成21年10月１日
至平成22年６月30日

建設

建築 6,759,6528,271,05015,030,7029,477,3165,553,386

土木 1,569,0841,032,5552,601,6391,811,563 790,076

小計 8,328,7369,303,60517,632,34111,288,8796,343,462

エンジニアリング 1,261,742 940,962 2,202,7041,584,499 618,205

計 9,590,47810,244,56719,835,04512,873,3786,961,667

当第３四半期
累計期間

自平成22年10月１日
至平成23年６月30日

建設

建築 5,183,26810,229,84615,413,1148,758,0906,655,024

土木 835,305 832,383 1,667,6881,286,637 381,051

小計 6,018,57311,062,22917,080,80210,044,7277,036,075

エンジニアリング 680,450 1,115,8051,796,2551,035,800 760,455

計 6,699,02312,178,03418,877,05711,080,5277,796,530

前事業年度
自平成21年10月１日
至平成22年９月30日

建設

建築 6,759,65210,905,58117,665,23312,481,9655,183,268

土木 1,569,0841,577,6543,146,7382,311,433 835,305

小計 8,328,73612,483,23520,811,97114,793,3986,018,573

エンジニアリング 1,261,7421,206,1252,467,8671,787,417 680,450

計 9,590,47813,689,36023,279,83816,580,8156,699,023

(注) １　前期以前に受注した工事で契約の変更により請負金額を変更したものについては、当期受注工事高にその増減額を含

めております。従って、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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②　受注工事高
 

期別 工事別 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第３四半期会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

建設

建築 943,010 2,376,0423,319,053

土木 118,871 30,903 149,775

小計 1,061,8822,406,9453,468,828

エンジニアリング 8,674 211,799 220,473

計 1,070,5572,618,7443,689,301

当第３四半期会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

建設

建築 966,751 3,016,2773,983,028

土木 84,178 38,787 122,965

小計 1,050,9293,055,0644,105,993

エンジニアリング 104,960 349,710 454,670

計 1,155,8893,404,7744,560,663

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

③　完成工事高
 

期別 工事別 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第３四半期会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

建設

建築 607,097 2,575,4183,182,515

土木 815,540 15,836 831,377

小計 1,422,6382,591,2544,013,892

エンジニアリング 38,844 278,196 317,041

計 1,461,4832,869,4504,330,934

当第３四半期会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

建設

建築 39,996 2,262,2872,302,283

土木 325,838 52,956 378,794

小計 365,834 2,315,2432,681,077

エンジニアリング 7,062 226,511 233,573

計 372,896 2,541,7542,914,650

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。
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④　手持工事高
 

期別 工事別 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第３四半期会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

建設

建築 1,826,3783,727,0085,553,386

土木 764,848 25,228 790,076

小計 2,591,2263,752,2366,343,462

エンジニアリング 21,533 596,671 618,205

計 2,612,7594,348,9086,961,667

当第３四半期会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

建設

建築 959,178 5,695,8466,655,024

土木 302,161 78,890 381,051

小計 1,261,3395,774,7367,036,075

エンジニアリング 163,816 596,639 760,455

計 1,425,1556,371,3757,796,530

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2) 開発事業等の状況

①　開発事業等の売上実績
 

区分

前第３四半期会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

(千円)

当第３四半期会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

(千円)

ヒューマンウェア 40,634 ―

開発事業その他 1,148,531 1,015,854

計 1,189,166 1,015,854

(注)　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間においては、平成23年４月17日当社施工配管の破断により、県営春近発電所にて施設

冠水事故が発生しました。

この事故により長野県より修補請求及び損害賠償請求が行われる可能性があります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の発生による

企業の生産活動の低下や電力供給不足の懸念等により不透明な経済状況で推移いたしました。

建設業界は、公共投資関連予算の見直し、民間企業の設備投資も東日本大震災発生による設備計画の見直しに

より延期・中止が発生しており、また、円高も加わり民間建設工事も低調に推移、経営環境は極めて厳しい状況

が継続しております。

このような状況の中、顧客満足度の向上による「ヤマウラブランドの構築」に向け、建設事業・エンジニアリ

ング事業・首都圏を中心とした開発事業のバランスの取れたセグメントを活かしての事業展開の結果、当第３

四半期の売上高は3,848百万円(前年同四半期比31.8％減)でありました。収益面では、首都圏でのマンション事

業が好調に推移したことに加え、ＫＡＩＺＥＮ活動による建設事業・エンジニアリング事業での原価圧縮及び

販売管理費削減に努めた結果、営業利益131百万円(前年同四半期比18.6％減)、経常利益182百万円(前年同四半

期比11.7％減)となりました。四半期純利益は120百万円(前年同四半期比6.8％減)となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりです。

①　建設事業

建設事業につきましては公共工事の減少に加え、国内外の不透明な経済環境の中、完成工事高は2,681百

万円、営業損失20百万円となりました。

 

②　エンジニアリング事業

エンジニアリング事業につきましてはダム関連工事・大型精密製缶加工を主体として売上高233百万円、

営業利益33百万円となりました。

 

③　開発事業等

開発事業等につきましては首都圏でのマンション分譲事業及び長野県・首都圏での不動産賃貸収入を主

体として売上高1,015百万円、営業利益59百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」といいます)の残高は1,566百万円

となりました。また、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のと

おりです。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、減少した資金は920百万円(前年同四半期は551百万円の増加)となりました。主な要因は売上

債権の減少392百万円、未成工事受入金の増加297百万円の一方、販売用不動産の増加1,277百万円などによるも

のです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、減少した資金は236百万円(前年同四半期は５百万円の増加)となりました。これは賃貸用不

動産購入を含む有形固定資産の取得233百万円が主な要因です。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、増加した資金は748百万円(前年同四半期は651百万円の減少)となりました。主な要因は、短

期借入金の純増額800百万円であります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 82,000,000

計 82,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,103,51421,103,514

東京証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式です。
単元株式数は、500株です。

計 21,103,51421,103,514― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 21,103,514 ― 2,888,492 ― 1,995,602
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(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成23年３月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

   平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　673,500

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,328,500
40,657 同上

単元未満株式
普通株式

101,514
― 同上

発行済株式総数 21,103,514― ―

総株主の議決権 ― 40,657 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には証券保管振替機構名義の株式が4,500株(議決権９個)含まれております。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が180株、証券保管振替機構名義の株式100株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ヤマウラ

長野県駒ヶ根市北町
22―１

673,500 ― 673,500 3.2

計 ― 673,500 ― 673,500 3.2

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成22年
10月

 
11月

 
12月

平成23年
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 196 189 203 219 217 246 202 197 206

最低(円) 178 176 182 216 213 235 199 195 202

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　ヤマウラ(E00268)

四半期報告書

13/34



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設

省令第14号)に準じて記載しています。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第３四半期連結累計期

間(平成21年10月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連

結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年10月１日か

ら平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成22年６月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第３四

半期連結累計期間(平成22年10月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、誠栄監査

法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,576,288 1,559,848

受取手形・完成工事未収入金等 1,939,891 1,799,820

販売用不動産 4,057,378 1,670,541

未成工事支出金 993,724 930,156

開発事業等支出金 912,151 2,459,879

材料貯蔵品 40,172 28,238

その他のたな卸資産 695 3,563

その他 849,920 1,777,318

貸倒引当金 △195,197 △192,203

流動資産合計 10,175,026 10,037,163

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※1
 2,753,410

※1
 2,737,620

土地 1,599,909 1,480,358

その他（純額） ※1
 235,379

※1
 301,993

有形固定資産合計 4,588,700 4,519,972

無形固定資産 243,506 138,861

投資その他の資産

その他 1,476,869 1,558,023

貸倒引当金 △92,122 △92,406

投資その他の資産合計 1,384,747 1,465,617

固定資産合計 6,216,954 6,124,450

資産合計 16,391,980 16,161,614

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 2,628,504 3,022,370

短期借入金 1,800,000 1,800,000

未払法人税等 241,717 302,141

未成工事受入金 1,018,531 861,026

訴訟損失引当金 252,496 252,496

引当金 350,085 414,072

その他 288,526 248,330

流動負債合計 6,579,862 6,900,437

固定負債

長期未払金 129,448 192,448

引当金 27,102 －

資産除去債務 61,523 －

その他 214,614 205,605

固定負債合計 432,689 398,053

負債合計 7,012,552 7,298,491
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,888,492 2,888,492

資本剰余金 1,995,602 1,995,602

利益剰余金 4,684,181 4,185,187

自己株式 △197,293 △197,208

株主資本合計 9,370,982 8,872,073

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 8,445 △8,950

評価・換算差額等合計 8,445 △8,950

純資産合計 9,379,428 8,863,122

負債純資産合計 16,391,980 16,161,614
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高

完成工事高 12,674,882 10,664,061

開発事業等売上高 3,427,907 3,972,809

売上高合計 16,102,790 14,636,870

売上原価

完成工事原価 10,809,073 9,153,781

開発事業等売上原価 2,827,892 3,220,072

売上原価合計 13,636,965 12,373,854

売上総利益

完成工事総利益 1,865,809 1,510,279

開発事業等総利益 600,015 752,736

売上総利益合計 2,465,824 2,263,016

販売費及び一般管理費 ※1
 1,623,602

※1
 1,425,934

営業利益 842,222 837,081

営業外収益

受取利息 48,375 41,527

受取配当金 9,376 11,683

保険解約返戻金 － 28,157

違約金収入 1,179 2,000

その他 18,905 20,404

営業外収益合計 77,837 103,774

営業外費用

支払利息 6,693 17,146

保険解約損 － 8,257

貸倒引当金繰入額 4,131 －

その他 1,054 0

営業外費用合計 11,879 25,405

経常利益 908,180 915,450

特別利益

賞与引当金戻入額 － 20,250

貸倒引当金戻入額 869 9,661

固定資産売却益 40,041 20,538

その他 12,941 15,968

特別利益合計 53,851 66,417

特別損失

減損損失 184,851 －

固定資産除却損 17,099 5,352

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40,756

その他 3,229 9,717

特別損失合計 205,180 55,825

税金等調整前四半期純利益 756,851 926,042

法人税、住民税及び事業税 395,731 324,898

少数株主損益調整前四半期純利益 － 601,144

四半期純利益 361,120 601,144
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高

完成工事高 4,455,435 2,832,640

開発事業等売上高 1,187,666 1,015,854

売上高合計 5,643,102 3,848,494

売上原価

完成工事原価 3,951,951 2,403,102

開発事業等売上原価 1,027,765 868,003

売上原価合計 4,979,717 3,271,106

売上総利益

完成工事総利益 503,483 429,538

開発事業等総利益 159,901 147,850

売上総利益合計 663,385 577,388

販売費及び一般管理費 ※1
 501,337

※1
 445,519

営業利益 162,047 131,868

営業外収益

受取利息 23,827 16,444

受取配当金 6,449 7,617

保険解約返戻金 － 28,157

違約金収入 1,179 2,000

その他 10,459 9,291

営業外収益合計 41,916 63,510

営業外費用

支払利息 146 4,912

保険解約損 － 8,257

その他 △2,517 0

営業外費用合計 △2,370 13,171

経常利益 206,334 182,208

特別利益

貸倒引当金戻入額 △7,019 9,661

固定資産売却益 28,582 13,090

その他 △6,094 7,448

特別利益合計 15,468 30,200

特別損失

投資有価証券評価損 126 －

固定資産除却損 1,643 －

特別損失合計 1,770 －

税金等調整前四半期純利益 220,032 212,408

法人税、住民税及び事業税 90,616 91,843

少数株主損益調整前四半期純利益 － 120,565

四半期純利益 129,416 120,565
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 756,851 926,042

減価償却費 165,692 191,970

減損損失 184,851 －

引当金の増減額（△は減少） 469,665 △88,920

貸倒引当金戻入額 △870 △9,661

賞与引当金戻入額 － △20,250

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） － △7,448

受取利息及び受取配当金 △57,752 △53,211

支払利息 6,693 17,146

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △7,903 －

固定資産売却損益（△は益） △38,248 △20,538

その他の特別損益（△は益） △3,601 1,197

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40,756

固定資産除却損 17,099 5,352

売上債権の増減額（△は増加） △465,281 △140,071

未成工事支出金の増減額（△は増加） 895,316 26,943

販売用不動産の増減額（△は増加） 1,569,652 △2,386,836

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △470,631 1,538,661

仕入債務の増減額（△は減少） 18,532 △393,865

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,488,581 157,505

未払消費税等の増減額（△は減少） 31,598 △35,370

営業貸付金の増減額（△は増加） 163,861 984,222

未収入金の増減額（△は増加） 124,804 44,624

その他 △186,749 165,698

小計 1,684,998 943,946

利息及び配当金の受取額 57,752 53,211

利息の支払額 △6,693 △17,146

法人税等の支払額 △266,706 △473,095

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,469,351 506,916

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 32 50,000

有形固定資産の取得による支出 △109,100 △311,754

有形固定資産の売却による収入 65,149 18,250

無形固定資産の取得による支出 △36,278 △166,183

無形固定資産の売却による収入 － 32,841

投資有価証券の取得による支出 △1,461 △11,395

投資有価証券の売却による収入 17,500 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △64,158 △388,241
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,400,000 1,800,000

短期借入金の返済による支出 △3,000,000 △1,800,000

自己株式の取得による支出 △116 △84

配当金の支払額 △102,154 △102,150

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,702,270 △102,234

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △297,077 16,441

現金及び現金同等物の期首残高 1,607,260 1,549,731

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,310,183

※1
 1,566,171
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日)

会計処理基準に関する事項の

変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基

準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しております。

これによる、営業利益、経常利益への影響額は軽微ですが、税金等調整前四半期純

利益は42,685千円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は60,839千円であり

ます。

 

【表示方法の変更】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用により、当

第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

 

 

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用により、当

第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の

算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実

績率等が、前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定して

おります。

２　たな卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末のたな卸

高の算出に関しては、実地たな卸を省

略し、前連結会計年度末の実地たな卸

高を基礎として合理的な方法により算

定する方法によっております。

また、たな卸資産の簿価切下げに関し

ては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっておりま

す。

３　固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している資産について

は、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

４　繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関

して、重要な企業結合や事業分離、業績

の著しい好転又は悪化、その他経営環

境に著しい変化が生じ、又は一時差異

等の発生状況について前連結会計年度

末から大幅な変動があると認められる

場合には、繰延税金資産の回収可能性

の判断にあたり、財務諸表利用者の判

断を誤らせない範囲において、前連結

会計年度末の検討において使用した将

来の業績予測やタックス・プランニン

グに、当該著しい変化又は大幅な変更

による影響を加味したものを使用して

おります。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日)

１　税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連

結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算する方法によっておりま

す。なお、法人税等調整額は、法人税、住

民税及び事業税に含めて表示しており

ます。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,771,104千円

であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,647,955千円

であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。

従業員給料手当 409,643千円

賞与引当金繰入額 68,516千円

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、

第２四半期連結会計期間と第４四半期連結会計

期間に完成する工事の割合が大きいため、各四半

期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。

従業員給料手当 378,749千円

賞与引当金繰入額 32,723千円

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、

第２四半期連結会計期間と第４四半期連結会計

期間に完成する工事の割合が大きいため、各四半

期連結会計期間の業績に季節的変動があります。
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第３四半期連結会計期間

 

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。

従業員給料手当 137,987千円

賞与引当金繰入額 31,655千円

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、

第２四半期連結会計期間と第４四半期連結会計

期間に完成する工事の割合が大きいため、各四半

期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。

従業員給料手当 127,572千円

賞与引当金繰入額 △1,881千円

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、

第２四半期連結会計期間と第４四半期連結会計

期間に完成する工事の割合が大きいため、各四半

期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

現金預金勘定 1,320,251千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,069千円

現金及び現金同等物 1,310,183千円
　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年６月30日現在)

現金預金勘定 1,576,288千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,117千円

現金及び現金同等物 1,566,171千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年10月１日　至　平成

23年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 21,103,514

 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 673,680

 

 

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月17日
定時株主総会

普通株式 51,075 2.5平成22年９月30日平成23年12月20日利益剰余金

平成23年５月13日
取締役会

普通株式 51,074 2.5平成23年３月31日平成23年６月22日利益剰余金

 

　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

 

 
建設事業
(千円)

エンジニア
リング事業
(千円)

開発事業等
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,138,396317,0391,187,6665,643,102 ― 5,643,102

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― 1,500 1,500 (1,500) ―

計 4,138,396317,0391,189,1665,644,602(1,500)5,643,102

営業利益又は営業損失(△) 232,540△13,483 95,065314,122(152,075)162,047

 

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日)

 

 
建設事業
(千円)

エンジニア
リング事業
(千円)

開発事業等
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

11,090,3831,584,4993,427,90716,102,790 ― 16,102,790

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

198,496 ― 4,500 202,996(202,996) ―

計 11,288,8791,584,4993,432,40716,305,786(202,996)16,102,790

営業利益 752,239253,019272,7541,278,014(435,792)842,222

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1) 事業区分の方法

当連結グループの事業区分は、内部管理上採用している建設事業(建築・土木)、エンジニアリング事業及び開発事

業等に区分しています。

(2) 各区分に属する主要な事業の内容

事業区分 主要製品

建設事業 建築・土木・舗装工事の設計及び施工

エンジニアリング事業
橋梁・電気通信・水圧鉄管工事等の設計及び施工、エコ関連商品(汚泥減量
装置等)の製作及び販売

開発事業等 不動産売買及び賃貸、分譲マンション事業、飲食関連

２　会計処理方法の変更

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日)

(完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日)を適用しております。これにより、建設事業

で、売上高は1,261,719千円、営業利益は162,291千円それぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)及び前第３四半期連結累計期間(自　

平成21年10月１日　至　平成22年６月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な支店がないため、記載をしておりません。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)及び前第３四半期連結累計期間(自　

平成21年10月１日　至　平成22年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

す。

当社は、本社に事業別の本部を置き、各本部は、取扱う事業について国内の包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。

したがって、当社グループは、本部を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「建設事業」、

「エンジニアリング事業」及び「開発事業等」の３つを報告セグメントとしております。

「建設事業」は、建築工事・土木工事及びそれに付帯する開発事業、「エンジニアリング事業」は、橋梁・

電気通信・水圧鉄管工事等の設計及び施工、「開発事業等」は、自社開発等の不動産の売買、賃貸、斡旋等不動

産に関する事業及び飲食関連事業を営んでおります。なお、飲食関連事業につきましては、平成23年３月31日

に撤退しております。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年10月１日　至　平成23年６月30日)

（単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２建設事業

エンジニア
リング事業

開発事業等 計

売上高       

　外部顧客への売上高 9,628,2611,035,7993,972,80914,636,870 ― 14,636,870

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

416,465 ― 1,500 417,965△417,965 ―

計 10,044,7271,035,7993,974,30915,054,836△417,96514,636,870

セグメント利益 158,121160,221549,650867,993△30,911837,081

(注) １．セグメント利益の調整額△30,911千円には、セグメント間取引消去29,079千円、各報告セグメントに配分していない

全社費用△59,991千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

（単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２建設事業

エンジニア
リング事業

開発事業等 計

売上高       

　外部顧客への売上高 2,599,067233,5721,015,8543,848,494 ― 3,848,494

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

82,010 ― ― 82,010△82,010 ―

計 2,681,077233,5721,015,8543,930,504△82,0103,848,494

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△20,429 33,136 59,206 71,913 59,955131,868

(注) １．セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額59,955千円には、セグメント間取引消去37,670千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△22,285千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

　平成20年３月21日)を適用しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

 

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はありません。
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 (１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年９月30日)

１株当たり純資産額 459.10円１株当たり純資産額 433.82円

 

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益 17.68円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。

１株当たり四半期純利益 29.42円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 361,120 601,144

普通株式に係る四半期純利益(千円) 361,120 601,144

普通株式の期中平均株式数(株) 20,430,840 20,429,957

 

第３四半期連結会計期間

 

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益 6.33円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。

１株当たり四半期純利益 5.90円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 129,416 120,565

普通株式に係る四半期純利益(千円) 129,416 120,565

普通株式の期中平均株式数(株) 20,430,840 20,429,957

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第52期(平成22年10月１日から平成23年９月30日まで)中間配当については、平成23年５月13日開催の取締役会

において、平成23年３月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　51,074千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　２円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年６月22日

EDINET提出書類

株式会社　ヤマウラ(E00268)

四半期報告書

31/34



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成22年８月９日

株式会社ヤマウラ

取締役会　御中

誠栄監査法人

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　景　　山　　龍　　夫　　印

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　荒　　川　　紳　　示　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤ

マウラの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成22年６月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマウラ及び連結子会社の平成22年６月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連

結会計期間より「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用し、第１四半期連結会計期間に着手

した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成23年８月10日

株式会社ヤマウラ

取締役会　御中

誠栄監査法人

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　景　　山　　龍　　夫　　印

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　荒　　川　　紳　　示　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤ

マウラの平成22年10月１日から平成23年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年10月１日から平成23年６月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマウラ及び連結子会社の平成23年６月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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